
【年金に係る手続き例】

65歳
(P.1) ※長期の資格喪失(P.1) (P.1)

請求 退職改定 退職改定
年金払い退職給付の請求(P.7)

…支給停止

…全額又は一部支給停止

※　経過的加算額は省略しています。

退職

組合員
種別

70歳改定

経過的職域加算額(旧３階) 経過的職域加算額(旧３階)

特別支給の
老齢厚生年金
（２階）（注１）

年金払い退職給付
（新３階）

（有期）

（終身）

短期組合員

日本年金機構（注２）

再就職届書
　(P.3)

退職 再就職

一般組合員

共済組合

▲

老齢厚生年金
（２階）

▲ ▲

　※日本年金機構で請求手続き（注３）

(P.1)

▲ ▲

（資格喪失）

※　条件に該当する配偶者等がいる場合は、老齢厚生年金に加給年金額が
　加算されます。（P.2参照）

70歳（種別変更）

一般組合員

64歳定年

P3参照

年金の
受給状況

厚生年金
加入状況

▲
請求(P.9)

年金払い退職給付の請求(P.7)

（資格取得）

　老齢基礎年金（１階）

共済組合

注１ S34.4.2～S36.4.1生まれの方は、64歳から特別支給の老齢厚生年金、経過的

職域加算額（H27.9までの期間を有する方が対象）が支給されます。（P.9参照）

注２ 短期組合員の期間に係る老齢厚生年金は、日本年金機構（年金事務所）での

手続きが必要です。

注３ 公的年金加入期間が公務員の共済組合のみの場合は、最後の共済組合を通じ

て請求します。

65歳の誕生月前後に本部から

特老厚の「消滅通知」が届く。

一般組合員（長期）の資格を喪

失したことにより、受給権発生

（P.7参照）

３階

公務員独自

２階

厚生年金

１階

国民年金

在職定時改定

（P3参照）

70歳に達したとき

に厚生年金の被保険

者資格を喪失。

在職中は年金の停止

は続く。（P.3参照）

経過的職域加算額は、平成27

年９月までの組合員期間を有する

方が対象です。

（注１）


